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　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
事故の種類 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

感電等死傷事故 ６ ４ ８ ８ ４ ６ ６ ７ ７ ２

電気火災事故 １ ０ １ １ ４ ５ ４ １ ０ １

電気工作物の破損・誤操作等による物損事故 ０ ０ １ １ ２ ０ ０ １ ２ ６

主要電気工作物の破損事故 ２８ ２１ ３１ ３０ ３５ ５６ １０８ １４０ １５６ ６７

発電支障事故（※３） － － ４ ２ １ ２ １ ３ ３ ６

供給支障事故 １ １ ２ ０ ０ ０ ０ ２ ２ １

電気事業者間の波及事故 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

自家用電気工作物からの波及事故 ３１ １９ １３ ２０ １２ １６ １５ １５ １３ ２４

ダムの洪水吐からの放流事故 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

社会的影響を及ぼした事故（※４） ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 ７１ ４４ ６０ ６２ ５８ ８５ １３４ １６９ １８２ １０２

※１　一つの報告が複数の事故の種類に該当する場合には、それぞれの項目に計上するが、合計には1件として計上する。

※２　令和３年度から対象となった小規模事業用電気工作物(太陽電池発電設備(出力10kW以上）及び風力発電設備）は除く

※３　平成２８年度から報告対象（１０万ｋW以上の発電設備）

※４　平成２７年度までは、法第106条により報告を求めた事故件数を計上している。

第１表　電気事故発生件数の推移（事故の種類別）※１
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※電気事業用電気工作物：本資料では、一般送配電事業、送電事業、
配電事業、特定送配電事業及び電気事業法第38条第4項第五号の
発電事業の用に供する電気工作物としている。
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事例1 安全意識の欠如に起因する感電等事故
（電気事故事例 感電等死傷事故No.1）

【事故の状況】
機器増設工事にあたり打ち合わせを行い、工場が稼働中

ということもあり、停電せずに充電部は低圧防護シートで保
護することで作業を行うこととなった。数名で幹線ケーブル
敷設作業を実施し、作業が順調に進んでいたことから計画
外のコンセント移設作業を被災者1名が行うこととなった。被
災者はブレーカーに接続する幹線ケーブルの断線位置を決
めるため、圧着端子をブレーカーに当てケーブルの長さ確
認を行った。その際、持っていた圧着端子を保護されていな
い充電中の銅バー上に落下させ、相間短絡により発生した
アークで火傷した。
【充電電圧】 AC 200V

(1)充電部の保護をしないまま作業
工場が稼働中で停電が難しいと考え、充電部を保
護して作業可能と判断したが、保護をしないまま充
電部に近接した作業をさせた。
(2)連絡の不徹底
・電気主任技術者に連絡せず、作業内容への助言
や立会いも求めず作業を実施させた。
(3)安易な作業方法
・被災者は、ケーブルの切断位置確認のため、圧
着端子をブレーカー接続部に当てケーブル長さの
確認を行っていたところ、持っていた圧着端子を保
護されていない充電中の銅バー上に落下させ、相
間短絡により発生したアークで火傷した。

原因【感電（作業者）作業方法不良】

(1)作業計画書の提出
・電気工事を実施する際は、電気工事会社から作
業計画書を提出させる。
・連絡責任者は、作業手順等安全に作業ができ
るか事前に確認するとともに、電気主任技術者に
工事の内容を連絡し必要な助言や指導を受ける。
(2)高圧受電設備の電気工事について

高圧受電設備の電気工事を行う場合は、必ず
停電して作業を実施するとともに、同様に電気主
任技術者より必要な指導助言を受ける。
(3)低圧回路の電気工事について

電気使用場所等の低圧電路の電気工事におい
て、充電部に近接して作業しなければならない場
合は、監視者を配置したうえで必ず防護具及び保
護具を使用して作業させる。
(4)計画外作業について

計画外の作業は、作業内容、作業時間、活線近
接作業及び停電処置等の内容を電気主任技術
者及び電気工事会社と協議し、安全作業ができ
ることを確認した場合に行わせる。
(5)保安教育

保安規程に基づき、年１回以上、電気主任技術
者による保安教育を実施する。

再発防止対策
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(1)作業計画どおりに実施していない。

・作業計画では電気主任技術者立会の上、停電作業を
行う予定だったが、現場責任者の判断により事前に活
線作業を実施した。
(2)指揮命令系統が曖昧なまま作業が行われた。
・全体の指揮命令系統が曖昧で、職長(下請け事業者)
の判断のみで行われた作業において事故が発生した。
(3)充電範囲の把握が行われていない

・事故発生時、電気主任技術者と現場責任者との情報
共有不足により充電範囲の把握が出来ておらず、安全
対策にも不備があった。
(4)作業前検電の未実施
・職長及び被災者が検電確認を怠った。

原因【感電（作業者）作業準備不良】

(1)予定外作業の禁止

・作業計画の策定は内容を十分に精査し、電気主任技術者
の了解を得る。作業内容及び時間に余裕のある計画を立て、
作業計画どおりに実施する。

・やむを得ず予定外作業が発生する場合、電気主任技術者
に変更作業計画書を提出し、了解を得る。

・全作業員へ工事内容の説明及び打合せを十分行った上で
工事を実施する。
(2)現場指示の徹底

・指揮命令系統を徹底した上で、全作業員に対し工事内容の
説明及び打合せを十分行うほか、必要な保護具の着用及び
検電の実施を確実に行う。

・高圧盤の盤内作業は、電気主任技術者の立会いのもと実
施する。
(3)充電範囲の把握
・作業前に充電範囲を明確にした上で、充電中の表示を行う。
・高圧盤の鍵の開閉は電気主任技術者以外行わない。
(4)全作業員への保安教育

・全作業員へ保安教育を指導し、電気設備の危険性について
理解させ、安全教育等の講習を受講した作業員のみ従事さ
せる。

再発防止対策

事例2 基本的なルールが守られなかったことに起因する感電事故
（電気事故事例 感電等死傷事故No.2）

【事故の状況】
高圧分岐盤増設工事にあたり、高圧ケーブルの引込み及び端末処理を行っていた際に、被災者が増設饋電盤内の高圧

ケーブルの余長を最寄りのハンドホールまで引き戻すために体重をかけようと盤内に入り、充電部に接触し感電した。
【充電電圧】 AC 6,600V
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令和5年度の電気事故事例（火力発電所）
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令和5年度の電気事故事例（火力発電所）
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令和5年度の電気事故事例（火力発電所）
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令和5年度の電気事故事例（火力発電所）
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令和5年度の電気事故事例（火力発電所）
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令和5年度の電気事故事例（火力発電所）
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第２表 自家用波及事故発生電気工作物別・原因別発生状況
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地　絡 短　絡 地絡短絡 合計

リレー不良

開閉器・遮断器不良

リレー整定不良

制御線断線・接続不良

誤結線 1 1
操作電源喪失 2 2
再投入 2 2
同時トリップ・電力会社ＯＣＨ動作 1 1
事故発生時、リレー・開閉器損傷

その他

　　小　　計 5 1 6
1 10 11

7 7
13 10 1 24

第３表　波及事故の種類と保護装置の関係(令和５年度）

       合　　  計

　 保  護　範　囲　外

                   　　　　  　事故の種類
　保護装置

   保  護  装  置 な し

   調査中(不明、その他)

保
　
護
　
範
　
囲
　
内
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

青　森 1 2 1 4
岩　手 1 1
宮　城 1 1
秋　田 1 1 1 3
山　形 1 1 1 1 1 5
福　島 1 1 3 5
新　潟 1 1 1 2 5

計 3 1 2 1 2 2 4 4 3 0 0 2 24

第４表 自家用波及事故県別･月別発生状況（令和５年度）

雷による波及事故
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事例3 高圧ケーブルへの水分等の浸透による絶縁劣化に起因する波及事故
（電気事故事例 自家用電気工作物からの波及事故No.8）

【事故の状況】
電力会社変電所でDGR動作により全線停電となった。
事故探査の結果、事故発生箇所が当該事業場と判断され、

PAS解放の後、当該事業場を除き全線送電された。
高圧引込みケーブルの絶縁不良と、PASのDGR不動作を確認

した。
保護継電器DGR単体試験は正常であった。
高圧ケーブルは2011年製。

【供給支障】 75kW 155分

表面被覆に穴
表面被覆を剥いだ状態
周辺の銅箔が溶けて芯線の銅が見える

(1)高圧ケーブル（２０１１年製造）は施工から１２年経過し、
地中配管内に水が入り水トリーにより地絡事故を起こした
と思われる。
(2)保護リレー（ＤＧＲ）が動作しなかった原因は不明だが、
水トリーにより間欠地絡が発生していたと推定される。

原因【保守不備（自然劣化）】

(1)ケーブルをE-Eタイプに変更するとともに、年次点検等
で異常の兆候がある場合には、早めの設備の更新を検
討する。
(2)水トリー防止のため、極力、水と接触することがないよ
うな環境を心がける。

再発防止対策
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事例4 短絡接地器具の外し忘れに起因する波及事故
（電気事故事例 自家用電気工作物からの波及事故No.15）

【事故の状況】
当該事業場における高圧ケーブル等敷設のため、PAS開放により停電した上で高圧引込

盤内にて接地器具を取付し作業を行った。敷設作業後、接地器具を取り外さないでPASを
投入したため、電力会社変電所のOCRが動作したことに加え、SOG（PAS保護装置)の電源
が短絡箇所の二次側だったためSOGが機能しなかったことから波及事故に至った

【供給支障】 48kW 36分

作業手順書に従わずに以下の状況であった。
(1)事前に、作業の手順、人員配置、役割分担等
を含めた打ち合わせが行われなかった。
(2)接地器具の取付、取り外しに関して複数での確
認やチェックする体制がとられていなかった。

原因【故意・過失(作業者の過失）】

(1)作業手順書に作業担当者を明記し役割分担を
明確にした上で、事前に入念な打合せを行い、意
思統一を図ること。
(2)複数人で指差し呼称等発声の確認をしながら、
作業手順書チェックシートを活用し作業手順を確
認すること。
(3)接地中や断路器開放時は、PAS操作場所や接
地器具を取り付けている盤に表示札等を掲示す
ること。
(4)高圧電気機器にかかわる作業を安全に実施し
無事故で完了するため、電気主任技術者若しくは
電気主任技術者代務者が中心となり、定期的な
「保安確保のための教育訓練」及び現場に即した
シミュレーションを作業の都度実施すること。

再発防止対策
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備 考概 要電気事故

感電やアーク等により人が死傷した事故感電等死傷事故

半焼以上
電気工作物が原因で火災が発生し、電気工作物以外の物件や他人の財産に損害を与えた
もの

電気火災

太陽電池モジュール・架台、風車ブレード等の構外
への飛散等第三者の物件に被害を与え、施設若しくは工作物の使用を不可能にさせたもの

電気工作物の破損・操作等による
物損事故

・水力発電所（出力90万kW以上は大臣へ報告）

主要電気工作物の破損事故

②は事故の原因が自然現象であるものは速報の
み

・火力発電所
①汽力、出力1000kW以上のガスタービン、出力1万kW以上の内燃力、その他の原動力、

２以上の原動力を組み合わせたもの
②汽力又は汽力を含む2以上の原動力を組み合わせたもので出力1000kW未満（ボイ

ラー除く）

・燃料電池発電所（出力500kW以上）

・太陽電池発電所（出力50kW以上）

・風力発電所（出力20kW以上）

事故の原因が自然現象であるものは速報のみ
・変電所（電圧17万V以上）（電圧30万V以上、又は容量30万kVA以上は大臣へ報告）

・送電線路（電圧17万V以上）（電圧30万V以上は大臣へ報告）

・需要設備（電圧1万V以上）

・水力発電所、火力発電所、燃料電池発電所、太陽電池発電所、風力発電所に属する出力
10万kW以上の発電設備に係る７日間以上の発電支障事故

発電支障事故

事故の原因が自然現象であるものは速報のみ
①7000kW以上7万kW未満、1時間以上

供給支障事故
②7万kW以上、10分以上（10万kW以上、10分以上は大臣へ報告）

事故の原因が自然現象であるものは速報のみ
①7000kW以上7万kW未満、1時間以上

電気事業者間の波及事故
②7万kW以上、10分以上（10万kW以上、10分以上は大臣へ報告）

事故の原因が自然現象であるものは速報のみ
3000V以上の自家用電気工作物の破損事故や誤操作等により一般電気事業者等へ供給支
障を発生させた事故

自家用電気工作物からの波及事
故

事故の原因が自然現象であるものは速報のみ
ダムの貯留水が洪水吐きから異常に放流された事故ダムの洪水吐からの放流事故

多数の家屋等へ著しい被害を与えた事故、道路を不通とするなど社会的に混乱や不安を生
じさせた事故、油等が構外に排出され又は地下に浸透した事故

社会的に影響を及ぼした事故
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【速報】

 事故の発生を知ったときから24時間以内に行う
メール・電話等（メールを推奨）による報告

→当支部作成の報告様式もご活用ください。

【詳報】

 事故の発生を知った日から起算して30日以内に行う
様式13による報告
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（別添様式）

関東東北産業保安監督部東北支部 電力安全課　電力技術係　御中

メール：bzl-thk-denan@meti.go.jp

TEL:022-221-4948,4951,4952

発電所の事故、トラブル、災害情報について次のとおり報告します。

kW

天　　気

備　考

ＦＡＸ
報告者

（連絡担当
者）

午前・午後　　 時　　　分令和　 年　 月 　日発信日時

所  属

氏  名 電  話

復旧・併入見込： 令和　　　年　　　月　　　日　午前・午後　　　　時　　　　分　　　　　　　　　　　　　　

令和　 年　 月 　日

対象電気工作物：

他に及ぼ
した影響

概
　
　
　
要

被 災 者 ：

【電気事故：対象（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　、　対象外　、　不明 　】　、　　災害

発 生 日 時 ： 　　 時　　　分

発電所の事故、トラブル、災害情報　　（ 第　　　報 ）

原
因

報　　　告　　　内　　　容

使用電圧

所在地
事 業 者 名 ：

発 電 所 名 ：

種 類 ：

出力

関東東北産業保安監督部東北支部 電力安全課　電力技術係　御中

メール：bzl-thk-denan@meti.go.jp

TEL:022-221-4948,4951,4952

発電所の事故、トラブル、災害情報について次のとおり報告します。

kW

天　　気 晴れ

令和　 年　 月 　日 午前・午後　　 時　　　分

報告者
（連絡担当

者）

所  属

氏  名 電  話 ＦＡＸ

発信日時

備　考

　令和○年○月○日○時○分、○でＭ６.５の地震発生、当発電所付近は震度５弱であった。

　地震の揺れにより○○○の保護装置が動作し、２号タービンがトリップした。

　発電所の巡視をしたところ、現在のところ異常は見られない。

  地震前の発電所出力○○ｋＷ（２号○○ｋＷ、１号停止中）

原
因

調査中。

トラブル（災害）の詳細については、わかり次第報告します。

他に及ぼ
した影響

なし

復旧・併入見込： 令和　年　　月　　　　日　　　　時　　　　分　　　　　　　　　　　　　　

（事例　４）

対象電気工作物： 第　１　号　ボイラー

被 災 者 ： 作業員の転落負傷（骨折）　（事例２の場合）

概
　
　
　
要

（事例　１）

　令和○年○月○日○時○分、発電所出力○○○ｋＷで運転中、○○○警報が発生。

　現在タービンを停止し、トラブルの原因を調査中。

（事例　２）

　令和○年○月○日○時○分頃第○号増設工事現場で作業員が転落、負傷し、病院へ搬送した。

（事例　３）

　令和○年○月○日○時○分、○でＭ６.５の地震発生、当発電所付近は震度５弱であった。

　運転を継続しながら、発電所の巡視をしたところ、特に異常は見られない。

　なお、現在も余震、津波に備え警戒体制を継続中。

　地震前の発電所出力は○○ｋＷ（１号○○ｋＷ、５号停止中）

種 類 ： 【電気事故：　対象（　　○○○の破損事故）　、　 対象外　、　 不明 　】　、　　災害

発 生 日 時 ： 令和2年7月18日 13時30分 使用電圧

発電所の事故、トラブル、災害情報　　（ 第　１　報 ）　　

記載例

報　　　告　　　内　　　容

事 業 者 名 ： ○○○（株）
住所

発 電 所 名 ： ○○○発電所 出力 35,000

※「火力発電所の現状」にも様式は掲載しています。
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 万一事故が発生した場合、事故の発生を知ったときか
ら24時間以内に、メール・電話・ＦＡＸ等より事故の概
要について下記へ一報を入れてください。

 次に、事故の発生を知った日から起算して30日以内

に、事故報告書（状況、原因、再発防止対策等をまと
めたもの）を提出してください。

関東東北産業保安監督部東北支部 電力安全課

e-mail：bzl-thk-denan＠meti.go.jp
ＦＡＸ：022-224-4370

電話 平日（8時30分～18時）：022-221-4947
夜間・休日 ①課長携帯：080-5471-7209

②補佐携帯：080-5471-7214
（①に連絡できなかった場合）

速報はなるべくメールでの連絡をお願
いしております。また、メールの件名
に「事故速報」と入力してください。
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電気事故が発⽣した場合は、電気関係報告規則第3条に基づき、24時間以内に管轄の保安監督部または経済産業省に
事故の概要等を通知（速報）し、同報告規則第3条の表に掲げる事故に該当する場合は、 30⽇以内にその報告書(詳報)
を作成して提出することになっています。本サイトは、速報及び詳報の作成・提出を⽀援するシステムです。作成した電⼦データ
を本システムから提出、あるいは監督部連絡先に提出をお願いします。

【詳報作成⽀援システム】
○事故詳報作成

「電気事業法第38条第3項各号に掲げる事業を営む者」⼜は「⾃家⽤電
気⼯作物を設置する者」であって、 電気報告関係規則第三条各号に掲
げる事故報告（詳報）を作成・修正をする⽅

○⼩規模事業⽤電気⼯作物事故報告書作成

「10kW以上50kW未満の太陽電池発電設備」⼜は「『20kW』未満の⾵
⼒発電設備」の設置者であって、電気報告関係規則第三条の⼆各号に
掲げる⼩規模事業⽤電気⼯作物の事故報告（詳報）を作成・修正をす
る⽅


